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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期 

第３四半期累計期間 
第42期 

第３四半期累計期間 
第41期 

会計期間 
自 平成26年４月21日 
至 平成27年１月20日 

自 平成27年４月21日 
至 平成28年１月20日 

自 平成26年４月21日 
至 平成27年４月20日 

売上高 （千円） 5,706,437 5,916,443 7,751,993 

経常利益 （千円） 659,702 538,359 895,990 

四半期（当期）純利益 （千円） 396,513 646,009 565,850 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 566,760 566,760 566,760 

発行済株式総数 （株） 7,618,000 7,618,000 7,618,000 

純資産額 （千円） 7,200,657 5,981,119 7,131,468 

総資産額 （千円） 9,188,434 7,728,820 9,107,093 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 52.41 85.81 74.79 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 13 13 28 

自己資本比率 （％） 78.4 77.4 78.3 

 

回次
第41期

第３四半期会計期間
第42期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成26年10月21日
至 平成27年１月20日

自 平成27年10月21日
至 平成28年１月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.59 58.14 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

４．関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

５．第41期の１株当たり配当額28円は、設立40周年記念配当２円を含んでおります。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況

 当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、中国経済の減速懸念、原油価格の下落などを背景に、株式市

場の不安定な状況が続き、雇用情勢は徐々に改善しつつあるものの、個人消費は弱い動きとなりました。 

 当社に関連の深い住宅業界におきましては、消費税増税による駆け込み需要の反動の影響が薄れ、緩やかなが

らも持ち直しの傾向が続きました。 

 こうした状況において、当社の施工サービス事業では、引き続き大手住宅メーカーとの取引を拡大し、リフォ

ーム物件の積極的な受注を進めたこと、受注量の多い首都圏に対し、機動的な施工人員の移動を行ったことから

も、前年同期と比べ、売上高、利益とも増加致しました。 

 一方、製商品販売事業では、増税前の前倒しによる購入の影響が長引き、受注状況が当初の予想を大きく下回

ったことから、前年同期と比べ、売上高、利益とも減少致しました。 

 以上の結果、当第３四半期累計期間における売上高は5,916百万円（前年同期比3.7％増）、利益につきまして

は、営業利益506百万円（同20.0％減）、経常利益538百万円（同18.4％減）、四半期純利益については、特別利

益として投資有価証券売却益（平成28年１月12日公表）を計上したことなどにより、646百万円（同62.9％増）と

なりました。 
 
 セグメントの業績は、次のとおりであります。
 

①施工サービス事業

 施工サービス事業につきましては、売上高は4,991百万円（前年同期比9.2％増）、売上総利益は1,390百万円

（同4.9％増）となりました。

②製商品販売事業

 製商品販売事業につきましては、売上高は854百万円（前年同期比18.9％減）、売上総利益は295百万円（同

24.5％減）となりました。

③その他

 その他につきましては、業務受託料および保険代理店収入等で構成されており、売上高は70百万円（前年同期

比11.3％減）、売上総利益は42百万円（同21.3％減）となりました。
 

(2)財政状態について

 当第３四半期会計期間末の総資産は、現金及び預金の減少92百万円、たな卸資産の増加84百万円、有価証券の

増加99百万円、投資有価証券の減少1,349百万円等により前事業年度末に比べ1,378百万円減少の7,728百万円とな

りました。

 有利子負債は長期借入金等により前事業年度比14百万円増加の163百万円となりました。

 純資産は、自己株式の取得による減少903百万円等により前事業年度末に比べ1,150百万円減少の5,981百万円と

なり、自己資本比率は77.4％となりました。
 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。
 

(4)研究開発活動

 当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は25百万円であります。

 なお、当第３四半期累計期間における当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年１月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年３月３日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,618,000 7,618,000
㈱東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 7,618,000 7,618,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年10月21日

～平成28年１月20日
－ 7,618,000 － 566,760 － 649,860

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年10月20日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年１月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 52,100 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,564,200 75,642 同上

単元未満株式 普通株式 1,700 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 7,618,000 － －

総株主の議決権 － 75,642 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式100株が含まれております。「議決権の

数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年１月20日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（株）ダイサン

大阪市中央区南本

町二丁目６番１２

号

52,100 － 52,100 0.68

計 － 52,100 － 52,100 0.68

 （注）当社は、平成28年１月８日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期会計期間において自己株式1,153,000株

を取得いたしました。この結果、当第３四半期会計期間末日現在の自己株式は1,205,110株であります。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月21日から平成28

年１月20日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月21日から平成28年１月20日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年４月20日) 
当第３四半期会計期間 
(平成28年１月20日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,384,535 1,291,803 

受取手形及び売掛金 1,284,510 1,220,872 

電子記録債権 238,202 191,284 

有価証券 500,342 599,679 

たな卸資産 423,378 507,892 

賃貸用仮設材 1,063,214 1,106,221 

その他 153,375 91,257 

貸倒引当金 △4,499 △3,861 

流動資産合計 5,043,059 5,005,150 

固定資産    

有形固定資産    

土地 1,449,594 1,449,594 

その他（純額） 335,206 378,051 

有形固定資産合計 1,784,800 1,827,646 

無形固定資産 48,164 24,296 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,804,360 454,562 

その他 439,272 428,652 

貸倒引当金 △12,563 △11,487 

投資その他の資産合計 2,231,069 871,727 

固定資産合計 4,064,034 2,723,670 

資産合計 9,107,093 7,728,820 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 612,712 546,239 

1年内償還予定の社債 80,000 80,000 

1年内返済予定の長期借入金 8,700 33,200 

未払法人税等 14,820 239,701 

賞与引当金 151,714 106,652 

その他 544,983 522,545 

流動負債合計 1,412,930 1,528,337 

固定負債    

社債 60,000 － 

長期借入金 － 50,200 

役員退職慰労引当金 105,400 － 

資産除去債務 53,608 55,347 

その他 343,686 113,815 

固定負債合計 562,695 219,363 

負債合計 1,975,625 1,747,701 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年４月20日) 
当第３四半期会計期間 
(平成28年１月20日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 566,760 566,760 

資本剰余金 649,860 649,860 

利益剰余金 5,217,239 5,651,403 

自己株式 △15,029 △918,981 

株主資本合計 6,418,829 5,949,042 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 712,639 32,077 

評価・換算差額等合計 712,639 32,077 

純資産合計 7,131,468 5,981,119 

負債純資産合計 9,107,093 7,728,820 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成26年４月21日 

 至 平成27年１月20日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年４月21日 
 至 平成28年１月20日) 

売上高 5,706,437 5,916,443 

売上原価 3,935,974 4,188,253 

売上総利益 1,770,463 1,728,190 

販売費及び一般管理費 1,136,848 1,221,472 

営業利益 633,615 506,717 

営業外収益    

受取利息 8,015 4,862 

受取配当金 12,658 19,594 

受取保険金 323 5,784 

受取賃貸料 2,722 2,250 

その他 9,890 7,412 

営業外収益合計 33,610 39,903 

営業外費用    

支払利息 1,377 963 

支払保証料 865 439 

減価償却費 1,879 1,629 

支払手数料 － 2,868 

その他 3,399 2,360 

営業外費用合計 7,522 8,261 

経常利益 659,702 538,359 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 477,752 

特別利益合計 － 477,752 

特別損失    

固定資産除売却損 468 894 

特別損失合計 468 894 

税引前四半期純利益 659,234 1,015,217 

法人税、住民税及び事業税 262,973 362,248 

法人税等調整額 △253 6,959 

法人税等合計 262,720 369,207 

四半期純利益 396,513 646,009 
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【注記事項】

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

 当社は、平成27年７月9日開催の第41期定時株主総会において、退任取締役に対する退職慰労金贈呈ならびに 

役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打ち切り支給の件を決議いたしました。 

 これに伴い、役員退職慰労引当金を全額取り崩し、打ち切り支給額の未払い分92百万円を固定負債の「その 

他」に含めて表示しています。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自  平成26年４月21日
至  平成27年１月20日）

当第３四半期累計期間
（自  平成27年４月21日
至  平成28年１月20日）

減価償却費 62,507千円 64,206千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成26年４月21日 至 平成27年１月20日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月10日

定時株主総会
普通株式 121,054 16 平成26年４月20日 平成26年７月11日 利益剰余金

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 98,356 13 平成26年10月20日 平成26年12月29日 利益剰余金

 
２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成27年４月21日 至 平成28年１月20日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月２日

取締役会
普通株式 113,488 15 平成27年４月20日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年11月４日

取締役会
普通株式 98,356 13 平成27年10月20日 平成27年12月28日 利益剰余金

（注）平成27年６月２日取締役会決議における１株当たり配当額には、設立40周年記念配当２円を含んでおります。
 

２．株主資本の金額の著しい変動

 当社は、平成28年１月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,153,000株の取得を行いました。こ

の結果、当第３四半期累計期間において自己株式が903百万円増加し、当第３四半期会計期間末において自

己株式が918百万円となっております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成26年４月21日 至平成27年１月20日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 合計 
 

施工 
サービス事業 

製商品 
販売事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,572,979 1,053,828 5,626,807 79,629 5,706,437 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 4,572,979 1,053,828 5,626,807 79,629 5,706,437 

セグメント利益 1,325,062 391,225 1,716,288 54,175 1,770,463 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、業務受託料および

     保険代理店収入等であります。

   ２．セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益であります。
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な 

内容（差異調整に関する事項）

 該当事項はありません。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成27年４月21日 至平成28年１月20日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 合計 
 

施工 
サービス事業 

製商品 
販売事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,991,453 854,329 5,845,783 70,660 5,916,443 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 4,991,453 854,329 5,845,783 70,660 5,916,443 

セグメント利益 1,390,170 295,397 1,685,567 42,622 1,728,190 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、業務受託料および

     保険代理店収入等であります。

   ２．セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益であります。
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な 

内容（差異調整に関する事項）

 該当事項はありません。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月21日
至 平成27年１月20日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月21日
至 平成28年１月20日）

１株当たり四半期純利益金額 52円41銭 85円81銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 396,513 646,009

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 396,513 646,009

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,565 7,528

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

２【その他】

 平成27年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・98百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・13円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成27年12月28日

 （注） 平成27年10月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年３月３日

株式会社ダイサン 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 森田 義   印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 池田 哲雄  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイサ

ンの平成27年４月21日から平成28年４月20日までの第42期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月21日から平成28

年１月20日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月21日から平成28年１月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイサンの平成28年１月20日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

  以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成28年３月３日

【会社名】 株式会社ダイサン

【英訳名】 DAISAN CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 藤田 武敏

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市中央区南本町二丁目６番12号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役藤田武敏は、当社の第42期第３四半期（自平成27年10月21日 至平成28年１月20日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


